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水害統計全国版データベースの整備

Development of flood database for all over Japan

平野淳平＊・大楽浩司＊

Development of Flood Database in Japan

Junpei HIRANO and Koji DAIRAKU

Abstract

We created a flood database for all over Japan from 1961 to 2009 based on “Statistic of flood” published from 
Ministry of land, infrastructure, transport and tourism in Japan. As a first step, we digitized this data and created 
a database based on ESRI Shape format file. This database contains data for flood damage, number of suffering 
housing units, number of damaged houses and area of wetted surface for each city and village in all over Japan. 
We consider this database can contribute to objective flood risk analysis. In this report, we briefly introduce some 
methods and procedures for creating this database.

Key words: Flood statistic, Database, Damage, Local government

1. はじめに

地球温暖化に伴う降水量や降水頻度の増大は，海

面上昇など諸要因と相まって水害リスクを高めると

考えられる．例えば，IPCC（2013）は，最も温暖化

が進んだ RCP8.5 シナリオにもとづく将来の降水変

動予測結果から将来（2081 – 2100 年）は現在（1986 – 
2005 年）と比較して，北半球中高緯度で増大するこ

とを指摘した．また，気象庁（2013）の非静力学地域

気候モデルによる予測によると，（2076 年～ 2095
年）には，時間降水量 50 mm 以上の強雨の頻度が増

大することを予測した．東京都区部における下水道

などは時間 50 mm までの強雨に対応できるように

設計されているので，将来において温暖化の影響に

よって強雨頻度が増大すれば，特に人口の密集する

地域や低地では水害リスクが高まる可能性がある．

このような変化に自治体レベルで適応するための

気候変動適応策策定が急務となっており，その基盤

的な研究開発の一環として，平野・大楽（2012）は，

確率的水害リスク評価手法を開発し，東京都市圏に

おいてリスク評価を実施した．平野・大楽（2012）の
確率的リスク評価で使用した東京都市圏の市区町村

単位の『東京都市圏版水害統計データベース』の作成

とその公開については，データセット作成方法，デー

タベースの概要などについて，平野・大楽（2014）に
て報告した．本報は，平野・大楽（2014）に引き続い

て作成した，日本全国の 1961 年～ 2009 年の市区町

村単位での『水害統計データベース全国版』について

データセット作成方法，データベースの概要を報告

するものである．『水害統計データベース全国版』の

作成と公開により，日本全国を対象として水害リス

ク評価を実施する際の基盤的情報を提供することが

可能となった．
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本報告では，新たに作成した『水害統計データベー

ス全国版』の作成過程とその概要について報告する．

2. 使用した資料と作成したデータの種類

本資料では，公的機関が作成した可能な限り長期

間にわたる網羅的な水害被害に関する資料として国

土交通省河川局より刊行されている『水害統計』の資

料をもとにデータベース作成を行った．『水害統計』

には 1961 年以降について日本全国で発生した水害

に関する被災世帯数，一般資産被害額，水害区域面

積が市区町村単位で記載されており，水害被害に関

する過去の統計資料としては日本では最も網羅的か

つ系統的な資料であるといえる．

本資料では，まず，1961 年以降の紙ベースの『水

害統計』の資料を Microsoft Excel 形式で電子化した．

その上で，デジタル化した水害統計資料を市区町村

のポリゴンデータとリンクさせて地理情報システム

（GIS）を用いて過去の水害データを検索可能な『水害

統計データベース全国版』を作成した（図 1）．
2.1   水害統計データのデジタル化

水害統計データのデジタル化作業は，『水害統計』

が印刷物としてのみ刊行されている 1961 年～ 2000
年を対象として実施した．まず，『水害統計』に掲載

されている各年度の『一般資産等水害統計基本表』も

しくは，『一般資産等水害統計基本表』に該当する表

をスキャンして PDF 化を行った．その上で，PDF
化したデータを Microsoft Excel 形式のファイルへ入

力し電子化する作業を実施した．この作業に際して

は，Microsoft Excel 形式のファイルに入力した内容

を目視により，PDF ファイルおよび，『水害統計』原

本と照らし合わせて，入力した文字，数値，罫線，

括弧などに誤植が含まれていないか確認する作業を

実施した．

2.2   水害統計データの属性項目

本資料でデータベース化した『水害統計』の属性項

目について以下に説明する．データベース作成対象

期間は 1961 年～ 2009 年であり，作成対象範囲は日

本全国の市区町村である．

本データベースでは，下記の各項目について電子

化したデータを ESRI Shape 形式の市区町村ポリゴ

ンデータとリンクさせてデータベースを作成した．

• 都道府県名

• 市区町村名

• 市区町村コード

• 水害原因

• 水害区域面積

• 水害家屋棟数

• 被災世帯数

• 被災数

• 一般資産等被害額

上記の各項目の中で，水害原因については，1967
年～ 1974 年の期間については，水害原因の分類が

他の年度の区分と統一されていないものがあった

ので，全年度について統一した分類となるように，

図 1 GIS 上での水害統計データの表示

Fig.1 An example for flood data displayed on GIS 
based database.

図 2 市町村の一部が他市へ編入された場合の 2008 年区

画データ作成方法

Fig.2 Methodology for creating flood data considering 
municipal mergers.
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表 1 に示すように，分類項目の修正とそれに応じた

再分類を行った．分類項目の再分類の妥当性につい

ては国土交通省河川局への問い合わせと確認を行っ

た．

2.3   市区町村の合併・統廃合を考慮したデータの作成

本資料の作成対象期間である 1961 年～ 2009 年の

間には，市区町村の合併・統廃合があり，本資料を

長期的な水害リスク変化の解析のために使用可能な

データベースとするためには，データ作成に際して，

市区町村合併の影響を考慮しなければならない．そ

のため，本資料では，全対象期間について市区町村

合併を考慮して，2008 年時点の市区町村区画を基準

として変換を行ったデータセットを作成した．2008
年市区町村区画への変換について以下に説明する．

 1) 複数の市区町村が合併した場合．

 合併に関わる市区町村の統計値を直接加算し

て，その値を 2008 年市区町村区画のポリゴン

に対し付与する．

 2) 市区町村が分割された場合．

 統計値を分割後の面積で按分する．

 3） 市区町村の一部分が他市区町村へ編入した場合．

 2 つの市区町村が重なり合う範囲を抽出した上

で，その面積割合から按分した編入前市町村の

属性値を編入後市町村へ加算するとともに，編

入前市町村の属性値から減じた（図 2）．

2.4   作成されたデータの種類

水害原因の分類と市区町村合併の考慮の有無によ

り，本資料で作成したデータセットは以下の 4 種類

である．

 A) 元の水害原因分類 / 各年の市区町村区画

 B） 統一した水害原因分類 / 各年の市区町村区画

 C） 元の水害原因分類 /2008 年の市区町村区画

 D） 統一した水害原因分類 /2008 年の市区町村区画

2.5   『水害統計』における自治体名など誤記の修正

本データベースを作成するに際して，国交省発行

の『水害統計』の原本に記載された自治体名にいくつ

かの誤記が発見された．確認された誤記と判断でき

る箇所については，自治体名と対応して記載されて

いる水系・河川名を手がかりとして地図などで検索

を行い正しいと推定される自治体名の表記を特定し

た．また，地図等でも確認が困難な場合や判断に迷

う場合については，自治体等へ問い合わせを行い確

認した．以下に，自治体名の誤記を発見し修正した

具体例を示す．

例えば，1962 年の『京都府崎山町』と記載されてい

る自治体名は誤記であり，実際には『京都府峰山町』

が正しい自治体名であることを自治体名と対応する

『竹野川』の河川名にもとづく地図検索によって確認

した（図 3）．本資料作成過程において確認・修正し

た自治体名については表 2 に示した．全 38 件のエ

ラーのうち，1962 年の『滋賀県尾花町』と 1970 年『高

知県排水路』の 2 事例を除いては，正しいと考えら

れる自治体名の特定に成功した．

図 3 水害統計原本に記載されていた自治体名エラー

修正方法の事例

Fig.3 An example of error detection for municipal name in 
original book of “flood statistic”.

3. フォルダの構造・ファイル命名規則について

3.1   フォルダ構造

データベースに含まれる各フォルダの構造につ

いて以下に説明する．まず，2.3で説明したデータ

セットの種類に応じて，ShapeA，ShapeB，ShapeC，
ShapeD の 4 種類のフォルダが存在する．

各フォルダ内には 1961 年から 2009 年までの各

年度のサブフォルダが格納されており，各年度サブ

フォルダには，さらに，都道府県コードが付与され

た都道府県毎のサブフォルダが存在する．都道府県

コードは総務省によるものを付与した．
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表 2 水害統計原本での自治体名等エラー修正事例

Table 2 List of error for municipal name  documented in original book of “flood statistic”.

表１ 1967 年～ 1974 年の水害原因の再分類

Table 1 Table1 Reclassification of flood causes for flood data from 1967 to 1974.
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各都道府県のサブフォルダ内には，市区町村毎に

水害統計の属性情報を市区町村ポリゴンに紐付けし

た shp ファイル，座標系パラメータなどを記載した

prj ファイル，および，属性データを保存した dbf ファ

イルが格納されている．

3.2   ファイル名の命名規則

通常，各 shp, prj, dbf ファイルは，" 都道府県名を

表すアルファベット 3 文字 "_" 市区町村名 "_" 市区

町村コード " の順で名称を付与した．例えば，『北

海道旭川市』の場合，"HKD_ 旭川市 _01204.dbf"，
"HKD_ 旭川市 _01204.shp"，"HKD_ 旭川市 _01204.
prj" の各ファイルが存在する．

水害が複数の市町村にまたがって発生し，1 つ

のファイルが複数の市区町村から構成される場合

については，"HKD_ 京極村，倶知安町，喜茂別町

_01399，01400，01398.shp" のように複数の市区町

村名，市区町村コードをファイル名に付与した．

ただし，1961 年の場合は，4 市区町村以上の市区

町村名を含むデータの数が多く，上記の命名規則に

従った場合，ファイル名が煩雑になることが想定さ

れるので，"HKD_ 旭川市，北村，浦臼町 _01204，
01421，01431_etc.shp" のように最初の 3 つの市町村

名のみを反映させて，ファイルの末尾には "_etc" を
付与させた．さらに，属性データに "CITY" フィー

ルドを設け，省略された 4 つ目以降の自治体名を記

載した．

4. データの品質管理・確認

作成されたデータベースの品質確認を行うため

に，作成された年次ごとの dbf ファイルから数レコー

ドを無作為抽出し，EXCEL ファイルおよび，水害

統計原本と照合して作成されたデータベースの内容

に誤りがないことを確認する作業を実施した．

「水害統計」原本における誤記については，極力，

エラーを修正するように努めたが，使用に際して

はエラーが皆無とは言えないことに留意する必要

がある．

5. まとめ

従来は印刷物としてしか公表されていなかった国

土交通省河川局発行『水害統計』資料を日本全国につ

いてデジタル化し，『水害統計データベース全国版』

を作成した．本データベースには市区町村単位で過

去の水害による被災世帯数や，水害による一般資産

被害額が掲載されている．これらのデータは全国的

な水害リスクの地域特性の把握に貢献できると考え

られる．

今後，本データベースは日本全域において過去の

水害被害に関する各種解析を行う際の基礎的な資料

として活用することができる．また，都道府県や市

区町村など自治体関係者が各自治体の水害履歴やそ

の特性を理解し，自治体レベルで防災対策を立案す

るためにも本データベースを活用することは有効で

あると考えられる．今後は『水害統計』には記載さ

れていない人的被害など経済被害以外の水害被害の

データについても，可能な限り信頼性のあるデータ

を収集し，データベース化を進めていくことが，防

災対策と水害リスク評価方法のさらなる高度化のた

めに必要である．
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要　旨

日本全国を対象として国交省河川局より紙ベースで公開されていた『水害統計』のデータを電子化し，

地理情報システム（GIS）を用いて操作可能な『水害統計データベース全国版』を作成した．『水害統計デー

タベース全国版』を作成したことによって，日本全国について過去の水害被害額，水害原因，被災世帯数，

被害額などを市区町村単位で検索することが可能になった．本資料では『水害統計データベース全国版』

の作成方法と作成過程，およびデータベースの概要について紹介している．

キーワード：水害統計，データベース，被害，市区町村




